
 

平成 21 年６月 12 日 

金  融  庁  

公認会計士・監査審査会 
  
 

外国監査法人等に対する検査監督の考え方（案） 

 
１．報告徴収 
 

公認会計士・監査審査会（以下、「審査会」という。）は、外国監査法人等（注 1）

から、届出書等（注 2）として提出された情報に加え、原則として、３年に１度、

当該外国監査法人等の所属する国の当局（以下、「当該国当局」という。）に通知し

た上で、以下の情報の提出を報告徴収により求める。 

① 全ての外国監査法人等：監査法人等の状況、業務等の状況及び行政機関等（注

3）による検査・レビュー結果の情報 

② 我が国の金融商品取引所に上場されている有価証券の発行会社の監査証

明業務に相当すると認められる業務を行う外国監査法人等：①の情報に加え、

監査等に関する事項の概要及び品質管理のシステムに関連する規程を含む

業務管理体制に関する情報 

合理的な理由なく報告徴収に応じない場合には、原則として、当該国当局に通

知した上で、金融庁が業務改善指示を発出することとする。ただし、業務改善指

示の発出に代えて、改善措置を当該国当局に要請することも可能とする。 

なお、審査会は、必要かつ適当と認められる場合には、外国監査法人等から、

上記情報の任意の提出を求めることとする。 

（注 1）公認会計士法第 34 条の 35 第１項の規定による届出をした者 

（注 2）公認会計士法第 34 条の 36 第１項及び第２項に規定する届出書（同法第 34 条

の 37 第１項の規定による変更届出書を含む）及び添付書類 

（注 3）外国監査法人等に関する内閣府令第５条第１項に規定する行政機関等 

 

２．検査対象先の選定等 
 

 審査会は、１．において徴収した情報及びその他の情報の分析を行い、外国

監査法人等における監査証明業務に相当すると認められる業務が適切に行われ

ているか、外国監査法人等における業務管理体制が有効に機能しているか等に

ついて、検査により確認することが必要と認められる場合には、当該外国監査

法人等を検査対象先として選定する。 
   なお、公益又は投資者保護のため必要かつ適当であると認められる場合、た

とえば、外国監査法人等による虚偽又は不当の証明に関する情報がある場合に

は、１．の手続きを経ずに、外国監査法人等に対する検査を実施することがで

きる。この場合、当該外国監査法人等に対して検査実施を通知する前に、原則

として、当該国当局に検査を行う旨を通知する。 
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３．外国当局への依拠 

 

   金融庁・審査会は、①当該国の監査制度や監査監督体制が我が国と同等であ

り、②情報交換等に係る取極め等により、必要な情報の適時の提供など当該国

当局からの十分な協力が得られ、かつ、③相互主義が担保される場合には、原

則として、当該国の外国監査法人等に対する１．の報告徴収及び４．の検査は

行わず、当該国当局が行う報告徴収又は検査に依拠することとする。また、情

報交換等に係る取極め等においては、当該国当局の職員が職業上の守秘義務に

服すること、目的外使用が禁止されること等を要件とする。 

なお、当該国当局より継続的に情報を入手できない場合や、特定の行政処分

の判断に係る情報といった必要な情報の提供が確保されない場合には、当該情

報に限り外国監査法人等から直接情報の徴収を行うなど、当該国当局への依拠

の程度については、当該国の監査制度や監査監督体制、当該国当局から得られ

る協力の度合いに応じるものとする。 

 

４．検査の実施 
 
    審査会は、外国監査法人等に対して検査実施を通知する前に、原則として、

当該国当局に検査を行う旨を通知する。同時に、当該国当局との間で、審査会

が行う検査と当該国当局が行う検査を同時に実施するよう、調整を図る。 

審査会は、検査における検証対象に関して、個別監査業務については、我が

国の金融商品取引法の規定により提出される財務書類（注4）に係るものに限定す

る。業務管理体制についても、検査の効率化と外国監査法人等の負担軽減に努

める。 

（注 4）公認会計士法施行令第 30 条に規定する有価証券の発行者が、金融商品取引法

の規定により提出する財務書類(公認会計士法第 34 条の 35 第１項) 

 
５．検査結果の通知、フォローアップ 

 
審査会は、日本語を原本として検査結果を通知し、英語の仮訳を参考として

添付する。 

さらに、金融庁は、検査結果の指摘事項に関する改善計画の報告徴収を行う

ことを基本とする。ただし、検査協力等の場合で、当該国当局が当該外国監査

法人等に対して報告徴収を行うことが、我が国当局として公益又は投資者保護

を図る観点からより実効性があると認められる場合には、報告徴収を当該国当

局に要請することも可能とする。 
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また、これに基づき改善の進捗状況の確認及び必要かつ適切な場合における

指示（以下、「フォローアップ」という。）を行うことを基本とする。当該国当

局による当該外国監査法人等に対するフォローアップが、我が国当局として公

益又は投資者保護を図る観点からより実効性があると認められる場合には、当

該国当局によるフォローアップを要請することとする。 

なお、次回検査を行った場合には、当該検査において審査会が改善状況を検

証する。 

 
６．行政処分 

 
審査会の勧告等に基づき、外国監査法人等の監査証明業務に相当すると認め

られる業務の運営が著しく不当と認められる場合には、金融庁は、原則当該国

当局に通知した上で、業務改善指示を発出することを基本とする。また、合理

的な理由なく改善計画の報告徴収に応じない場合又は改善計画が実施されてい

ないことが検査等で判明した場合には、原則当該国当局に通知した上で、金融

庁が業務改善指示を発出することを基本とする。 

以上の場合において、我が国当局として公益又は投資者保護を図る観点から

より実効性があると認められる場合には、業務改善指示の発出に代えて、改善

措置を当該国当局に要請することも可能とする。 

外国監査法人等が、上記指示に従わないときは、金融庁は、その旨及びその

指示の内容を公表することができる。その後、金融庁が指示に係る事項につい

て是正が図られた旨の公表を行うまでの間、当該外国監査法人等が行う監査証

明に相当すると認められる証明を受けた場合であっても、当該証明は金融商品

取引法上有効とはみなされない。 

 

 

 

(以上) 
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